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2025 年 3 月期 連結 決算概要 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
原材料価格の⾼騰や円安が続く中、新商品の拡販やお得意先様との取り組みが進んだことで売上⾼は過去最⾼となり、前期
比では増収増益となりました。ビジネスモデル別では、開発型ビジネスモデル、卸売型ビジネスモデルともに増収となりました。「その
他セグメント」では、主に、中国で製造・販売を⾏う⼦会社の販売が前期を下回ったことで減収となりました。また、2024 年 5 月
9 日付けの業績予想対比では、売上⾼・売上総利益共に達成しました。⼀⽅で、営業利益は、翌期に向けた販売促進費が増
加し、わずかに未達となりましたが、経常利益は⼦会社からの配当⾦などがにより達成となりました。 
 
 
2025 年 3 月期 連結 事業セグメント別の概況 
当社では、主に２つの事業セグメントを展開しており、「開発型ビジネスモデル」と「卸売型ビジネスモデル」に大別されます。 
「開発型ビジネスモデル」では、⾃社オリジナル商品の企画・製造・販売を⾏っています。 
「卸売型ビジネスモデル」では、ブランド時計やバッグ等の有名商品や、国内大手メーカー仕入商品を独⾃にアソートして販売する
中元・歳暮などのギフト商品など、国内外の有名ブランドや国内大手メーカーより仕入れた商品の販売や販促企画を含めた総合
提案型ビジネスを⾏っています。 
 
 
 
 
 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【開発型ビジネスモデルのハイライト】 
（家電関連） 
＞ふくらはぎをケアする家電「ゴリラのひとつかみ」のメディア露出増により、「ゴリラシリーズ」が伸⻑。 
 
（家庭用品） 
＞フライパンにおいて「evercook」のリニューアルや米国発のキッチンブランド「CORELLE」の新規取り扱いが奏功。 
 
（食品） 
＞小売店向けの PB 開発や菓⼦類など、消費者ニーズに合わせた商品の開発・改廃を推進し好調。 
 
（均⼀ショップ向け） 
＞パーティグッズをはじめとする「コト消費カテゴリー」の販売が増加 
 
【卸売型ビジネスモデルのハイライト】 
（有名ブランド バッグ・時計関連） 
＞専門店への販売は低調となるも、インバウンド向けカジュアルブランドのディスカウントストアへの販売が伸⻑。 
 
（有名ブランド 雑貨関連） 
＞販売代理店を務めるアウトドアブランド「STANLEY」が認知度向上・アイテムのラインアップ拡充で好調。 
 
（有名ブランド ビューティ関連） 
＞スキンケアブランド「EVERYYOU」を中⼼に化粧品の販売が伸⻑。 
 
（NB 加工 ギフト） 
＞中元・歳暮に加え、宅配おせちやブランドスイーツ事業などが成⻑し伸⻑。価格改定や商品の改廃で利益率も改善。 
 
 
 
 

開発型・卸売型ともに増収増益 
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2026 年 3 月期 連結 通期業績予想 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
売上⾼は、開発型ビジネスモデル・卸売型ビジネスモデル共に増収、売上総利益以下も増益の計画とし、中期経営計画に 
掲げた経常利益 100 億円の達成に向けて、以下の施策などに取り組み邁進してまいります。 
 
 
＞＞「成⻑戦略」 
 
【開発型ビジネスモデル】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ふくらはぎをケアする家電「ゴリラのひとつかみ」をはじめとするシリーズは、市場にはなかった“若年層向けの隙間”を⾒出し、片足
用・手頃な価格・インパクトあるネーミングとパッケージで販売が伸⻑しました。単なる機能性や手軽さだけでなく、生活に驚きや楽
しさをもたらす“インパクト”へのニーズを的確に捉えた背景も、SNS での話題化やシリーズ累計 50 万台以上の販売実績に繋がっ
た要因と捉えております。2026 年 3 月期も、この「隙間戦略」を進化させ、生活者の感情や体験価値に訴えるゴリラシリーズの
展開をしてまいります。今期は、超軽量が特⻑のフライパン「ゴリラのひとつまみ」や、2kg の重さでダンベル使いもできる超重量級ジ
ョッキ「ゴリラのひとくち」など、日常にインパクトをもたらす話題性を狙った商品を投入します。生活に驚きや楽しさを提供することで、
既存市場にとらわれない新たな価値創造に向けて、ニッチシェア No.1 を目指してまいります。 

中期経営計画の最終年度 経常利益 100 億円へ 



【卸売型ビジネスモデル】 
（ギフト NB 加工） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今後のギフト事業は、「既存の中元・歳暮事業の改⾰」と「新たな収益カテゴリーの育成」の⼆軸で成⻑の加速を図ります。まず、
中元・歳暮市場が縮小する中、既存事業の深掘りとして従来の小売向け卸に留まらず、商品企画・売場構成・受注・発送まで
を⼀括して請け負う“フルフィルメント型の支援”を強化します。小売各社の課題を包括的に解決すると共に、ギフトメーカーが外
部委託化を進める潮流を捉え、当社の強みとするアソート加工機能を軸に川上〜川下まで⼀貫して担う体制を強化します。 
 
さらに、おせちや⺟の日・⽗の日など、通年のイベントギフトへも領域を拡大しています。新たなカテゴリーの探索・育成では、ブラン
ドスイーツ、ふるさと納税、防災食材といったモノにも着手しています。いずれも当社の商品調達⼒・企画⼒を活かし、⾃社でマー
ケティング・販売までを手掛ける事業モデルです。事業戦略の背景には、⻑年築いてきた広範囲の販路網、大ロットでの仕入⼒、
⾃前の物流インフラといった基盤資産がベースとなっており、これらが⾼い参入障壁を構築しています。 
 
 
（有名ブランド） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当社は、有名ブランド事業における日本正規代理店としての強みを活かし、ブランドバッグ、時計ジュエリー、ブランド雑貨、ビュー
ティなどの複数の事業分野でブランド価値の最大化に努めてまいりました。当社の強みは、商品調達⼒に留まることなく、多岐に



わたる販路展開と、売場ごとに仕掛ける最適な販促企画⼒を併せ持つことにあります。売場づくりでは、“人が集まる場所に応じて
ブランドと演出を変える”柔軟性が特徴であり、その場に集まる客層に合わせて商品構成を設計し、売場全体をプロデュースしてお
ります。このように、当社はポートフォリオ戦略を軸に事業基盤を着実に強化し、調達・販促・売場提案を⼀体で推進し、ライフス
タイルの多様化に対応しながら、ブランド事業の選択肢と可能性を広げ続けております。 
 
 
＞＞「ＢＳ戦略」 
 
【「資本コストや株価を意識した経営」に対する方針と取り組み】 
前期末の「資本収益性」として、ROE は 7.55％と資本コストを上回るものの、PBR は 0.88 倍となりました。今後の⽅針として
「資本収益性」では引き続き、「資本コスト」を超過する「ROE」の維持を、また「PBR」は早期に 1 倍超えを目指します。 
具体的な取り組み内容としては、「成⻑戦略・BS 戦略・ESG 戦略」の推進と市場との対話を促進することで⽅針の実現を目指
します。 
 
 
【株主様への利益還元 増配】 
2025 年 3 月期の配当は、中間配当は 40 円、期末配当は 2025 年 1 月 31 日発表の通り、当初予定から 5 円増配の 45
円としております。つきましては、通期配当は、前期よりプラス 10 円の 85 円を予定しており、配当性向は単体 48.9％、連結
45.9％となります。 
 
また、2025 年 5 月 9 日に発表しました通り、2026 年 3 月期以降の配当政策における基本⽅針を⾒直し、今後は「配当性
向 50％程度」を目安とする⽅針を新たに掲げました。これは、当社の持続的成⻑と共に、安定的な配当の継続と、株主還元の
強化を明確に打ち出すものです。この⽅針に基づき、2026 年 3 月期の配当予想は中間 50 円、期末 50 円の通期で 100 円
を予定しており、配当性向は単体 56.1％、連結 52.4％となる⾒通しです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※2025 年 5 月 9 日付「配当政策の基本⽅針の変更に関するお知らせ」のリンク先は以下となります。 
https://www.doshisha.co.jp/dcs/wp-content/uploads/2025/05/25-05-09-4.pdf 
 
 
＞＞「ＥＳＧ戦略（サステナブルな社会に貢献できる会社づくり）」 
当社では、「サステナビリティ⽅針」と「その推進体制」、「5 つのマテリアリティ」を設定し、課題解決に向けた取り組みを推進すること
で、持続可能な社会の実現に向けた貢献を目指してまいります。詳細は、弊社ホームページに掲載しておりますので、ぜひご覧く
ださい。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※「ESG への取り組み」、「サステナビリティ⽅針」と「その推進体制」、「5 つのマテリアリティ」などの詳細は、当社ホームページの「サ
ステナビリティページ」に掲載しております。下記リンクよりご覧ください。 

https://www.doshisha.co.jp/lp/sustainability/ 
 

以上の 3 つの重点戦略を推進し、「中⻑期的な株主価値の向上」に取り組むことで、「ロマンのある」「つぶれない」「社会に貢献
できる」会社づくりに向けて事業を推進してまいります。 

（2025 年 5 月） 


